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１．研究成果の概要 

企業の経済活動が世界規模で行われるようになった結果，次の２つの側面で企業の企業価値報告に変化をもたらしている。１つ

は財務報告に関する開示方法の変化であり，２つめは財務報告に関する法規と会計基準の変化である。前者は企業がＷｅｂ上で

開示している電子的な企業活動に関する情報の開示が挙げられる。このＷｅｂ上の企業情報開示は，従来の制度的な財務報告だ

けに留まらず，サステナビリティ関連財務情報報告やタイムリーな情報を開示する方向に発展を遂げている。今後の企業活動に

関する企業評価報告は，【財務情報】＋【サステナビリティ関連財務情報】が主流となることが決定的である。また後者は，IFRS

会計基準と総称される「国際財務報告基準／国際会計基準」の世界規模での普及である。日本においても 2025 年 3 月末時点で

東京証券取引所に上場する企業のうち，IFRS 適用済会社数：282 社，IFRS 適用決定会社数：11 社，合計：293 社が IFRS 会計

基準を採用している。このように日本は世界標準に準拠した企業会計制度の構築に向け着実に歩んでいた。しかし，日本政府は

2024 年 4 月 1 日付けで，IFRS 会計基準が要求している「四半期報告」制度を廃止するという暴挙に出た。また同日付けで，「中

間財務諸表等規則」・「四半期財務諸表等規則」・「連結中間財務諸表規則」・「連結四半期財務諸表規則」及び各ガイドラインを廃

止した。このような世界の標準から逸脱した日本の企業会計制度が世界中の投資者から非常に厳しい評価を受けることは間違い

のないことである。日本の企業会計制度を世界的に評価される正当なシステムに再構築するためのさらなる探究が不可避な状況

となっている。このため，2024 年は日本の企業会計制度そのものが大きく歪められた年となり，最新の財務報告に関係する変更

点の情報収集及び整理・確認作業に追われ，予定していた和式簿記に関する研究はストップせざるを得ない状況となっている。 

 

２．著書・論文・学会発表等 

（できるだけご記入ください。査読の有無及び海外研究機関等の研究者との国際共著論文がある場合は必ず記載） 

【論文（査読あり）】 

 

【著書・論文（査読なし）】 

 

【学会発表等】 

 

３．主な経費 

① 資料収集および収集資料のデータ処理のため，FMV LIFE BOOKWU3/J3 を購入した。 

 ② 関連する書籍を購入した。 

４．その他の特筆すべき事項（表彰，研究資金の受入状況等） 

（本文は 2ページ以内にまとめること） 

 

 


